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(57)【要約】
　樹脂組成物であって、ポリ乳酸樹脂（Ａ）と、ポリカ
ーボネート樹脂（Ｂ）と、メタクリル酸メチル系共重合
体（Ｃ）とを含有する。（Ａ）と（Ｂ）との質量比率（
Ａ／Ｂ）が、４０／６０～８０／２０である。２４０℃
、２１．２Ｎ荷重における（Ａ）のメルトフローレート
（ＭＦＲＡ）と（Ｂ）のメルトフローレート（ＭＦＲＢ

）との比（ＭＦＲＡ／ＭＦＲＢ）が、１０未満である。
（Ｃ）は、メタクリル酸メチルと（メタ）アクリル酸エ
ステルとの共重合体であり、その重量平均分子量（Ｍｗ
）が５００，０００以上である。（Ｃ）の含有量は、（
Ａ）と（Ｂ）の合計１００質量部に対して、０．１～２
０質量部である。
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【特許請求の範囲】
【請求項１】
　ポリ乳酸樹脂（Ａ）と、ポリカーボネート樹脂（Ｂ）と、メタクリル酸メチル系共重合
体（Ｃ）とを含有し、
　ポリ乳酸樹脂（Ａ）とポリカーボネート樹脂（Ｂ）との質量比率（Ａ／Ｂ）が、４０／
６０～８０／２０であり、
　２４０℃、２１．２Ｎ荷重におけるポリ乳酸樹脂（Ａ）のメルトフローレート（ＭＦＲ

Ａ）とポリカーボネート樹脂（Ｂ）のメルトフローレート（ＭＦＲＢ）との比（ＭＦＲＡ

／ＭＦＲＢ）が１０未満であり、
　メタクリル酸メチル系共重合体（Ｃ）がメタクリル酸メチルと（メタ）アクリル酸エス
テルとの共重合体であり、
　メタクリル酸メチル系共重合体（Ｃ）の重量平均分子量（Ｍｗ）が５００，０００以上
であり、
　メタクリル酸メチル系共重合体（Ｃ）の含有量が、ポリ乳酸樹脂（Ａ）とポリカーボネ
ート樹脂（Ｂ）との合計１００質量部に対して０．１～２０質量部であることを特徴とす
る樹脂組成物。
【請求項２】
　メタクリル酸メチル系共重合体（Ｃ）が、メタクリル酸メチルとアクリル酸ブチルとの
共重合体であることを特徴とする請求項１記載の樹脂組成物。
【請求項３】
　エポキシ基含有添加剤（Ｄ）を含有し、その含有量が、ポリ乳酸樹脂（Ａ）とポリカー
ボネート樹脂（Ｂ）との合計１００質量部に対して０．５～３０質量部であることを特徴
とする請求項１記載の樹脂組成物。
【請求項４】
　カルボジイミド、エポキシ、オキサゾリンよりなる群から選ばれた官能基を少なくとも
１単位以上含有する反応性化合物（Ｅ）を含有し、その含有量が、ポリ乳酸樹脂（Ａ）と
ポリカーボネート樹脂（Ｂ）との合計１００質量部に対して０．０１～５質量部であるこ
とを特徴とする請求項１記載の樹脂組成物。
【請求項５】
　コアシェル型グラフト共重合体（Ｆ）を含有し、その含有量が、ポリ乳酸樹脂（Ａ）と
ポリカーボネート樹脂（Ｂ）との合計１００質量部に対して０．１～３０質量部であるこ
とを特徴とする請求項１記載の樹脂組成物。
【請求項６】
　請求項１から５までのいずれか１項に記載の樹脂組成物を成形加工して得られたもので
あることを特徴とする成形体。
【請求項７】
　ポリ乳酸樹脂（Ａ）と、ポリカーボネート樹脂（Ｂ）とを含有し、
　ポリ乳酸樹脂（Ａ）とポリカーボネート樹脂（Ｂ）との質量比率（Ａ／Ｂ）が、４０／
６０～８０／２０であり、
　２４０℃、２１．２Ｎ荷重におけるポリ乳酸樹脂（Ａ）のメルトフローレート（ＭＦＲ

Ａ）とポリカーボネート樹脂（Ｂ）のメルトフローレート（ＭＦＲＢ）との比（ＭＦＲＡ

／ＭＦＲＢ）が１０以上であることを特徴とする樹脂組成物。
【請求項８】
　エポキシ基含有添加剤（Ｄ）を含有し、その含有量が、ポリ乳酸樹脂（Ａ）とポリカー
ボネート樹脂（Ｂ）との合計１００質量部に対して０．５～３０質量部であることを特徴
とする請求項７記載の樹脂組成物。
【請求項９】
　カルボジイミド、エポキシ、オキサゾリンよりなる群から選ばれた官能基を少なくとも
１単位以上含有する反応性化合物（Ｅ）を含有し、その含有量が、ポリ乳酸樹脂（Ａ）と
ポリカーボネート樹脂（Ｂ）との合計１００質量部に対して０．０１～５質量部であるこ
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とを特徴とする請求項７記載の樹脂組成物。
【請求項１０】
　請求項７から９までのいずれか１項に記載の樹脂組成物を成形加工して得られた成形体
であって、前記成形体の表面から深さ５μｍまでの範囲において、ポリ乳酸樹脂（Ａ）中
にポリカーボネート樹脂（Ｂ）が島状に粒子分散し、成形体の断面において観察される分
散粒子断面の長さが０．１μｍ以上であることを特徴とする成形体。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は樹脂組成物及びそれから得られる成形体に関し、特に、ポリ乳酸樹脂とポリカ
ーボネート樹脂とを含有する樹脂組成物及びそれから得られる成形体に関する。
【背景技術】
【０００２】
　近年、環境問題の高まりから、ポリ乳酸に代表される生分解性を有する各種の脂肪族ポ
リエステルが注目されている。
【０００３】
　ポリ乳酸は、比較的融点の高い樹脂であるが、ガラス転移温度（Ｔｇ）が低いため、射
出成形に際しては、結晶性を制御するために、金型温度や成形サイクル時間等の操業条件
が限定されるという問題がある。このため、耐熱性を発現させるためには技術的制約を伴
う。さらに、ポリ乳酸は、耐衝撃性や耐久性（耐加水分解性）も十分とはいえない。
【０００４】
　ポリ乳酸以外の他の生分解性脂肪族ポリエステルであるポリエチレンサクシネート、ポ
リブチレンサクシネート、ポリグリコール酸等も、耐熱性、耐衝撃性、耐久性が十分とは
いえない。
【０００５】
　上記のように生分解性脂肪族ポリエステルは、成形用材料として使用する場合に物性や
生産面の制約を受ける。このため、それ単独で使用することは難しいと考えられるように
なってきている。
【０００６】
　一方、生分解性脂肪族ポリエステルに他の非生分解性の樹脂を混合して性能向上を図っ
ても、生分解性樹脂がポリ乳酸のように植物由来であれば、これが広く使用されることに
よって石油由来の樹脂の使用を低減することとなり、結果として石油資源の節約に貢献で
きるため環境に好ましいとする考え方が浸透してきている。
【０００７】
　上記のような生分解性脂肪族ポリエステル樹脂の不足する性能を補うために、耐熱性、
耐衝撃性に優れたポリカーボネート樹脂とのアロイが提案されている。
【０００８】
　例えば、ＪＰ－７－１０９４１３Ａには、ポリ乳酸樹脂と芳香族ポリカーボネート樹脂
とからなる樹脂組成物が開示されている。この樹脂組成物は、耐熱性、耐衝撃性の点では
、ポリ乳酸単独に比べ実用的なレベルまで向上している。しかしながら、得られる材料は
真珠光沢を有するため均一な外観が得られず、このため使用範囲が限定されてしまうとい
う問題がある。
【０００９】
　ＪＰ－２００５－０４８０６７Ａには、ポリカーボネート樹脂とポリ乳酸とからなる樹
脂組成物にコアシェル型のグラフト重合体などの衝撃改良剤を配合することで、樹脂組成
物の耐衝撃性の改善を図るとともに、真珠光沢を低減することが開示されている。しかし
ながら、これによる外観の改善効果は、十分満足できるものではない。
【発明の開示】
【発明が解決しようとする課題】
【００１０】
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　本発明は、上記課題を解決するものであり、石油系製品への依存度が低く、耐熱性、耐
衝撃性、耐久性に加えて、表面外観に優れた、樹脂組成物及びそれから得られる成形体を
提供することを課題とする。
【課題を解決するための手段】
【００１１】
　本発明者らは、上記課題を解決するために鋭意研究を重ねた結果、特定の溶融粘度比の
ポリ乳酸樹脂とポリカーボネート樹脂とからなる樹脂組成物に、メタクリル酸メチル系共
重合体を添加することで上記課題を解決することを見出し、本発明に達した。
【００１２】
　すなわち本発明の要旨は、下記の通りである。
【００１３】
　（１）ポリ乳酸樹脂（Ａ）と、ポリカーボネート樹脂（Ｂ）と、メタクリル酸メチル系
共重合体（Ｃ）とを含有し、
　ポリ乳酸樹脂（Ａ）とポリカーボネート樹脂（Ｂ）との質量比率（Ａ／Ｂ）が、４０／
６０～８０／２０であり、
　２４０℃、２１．２Ｎ荷重におけるポリ乳酸樹脂（Ａ）のメルトフローレート（ＭＦＲ

Ａ）とポリカーボネート樹脂（Ｂ）のメルトフローレート（ＭＦＲＢ）との比（ＭＦＲＡ

／ＭＦＲＢ）が１０未満であり、
　メタクリル酸メチル系共重合体（Ｃ）がメタクリル酸メチルと（メタ）アクリル酸エス
テルとの共重合体であり、
　メタクリル酸メチル系共重合体（Ｃ）の重量平均分子量（Ｍｗ）が５００，０００以上
であり、
　メタクリル酸メチル系共重合体（Ｃ）の含有量が、ポリ乳酸樹脂（Ａ）とポリカーボネ
ート樹脂（Ｂ）との合計１００質量部に対して０．１～２０質量部であることを特徴とす
る樹脂組成物。
【００１４】
　（２）メタクリル酸メチル系共重合体（Ｃ）が、メタクリル酸メチルとアクリル酸ブチ
ルとの共重合体であることを特徴とする（１）の樹脂組成物。
【００１５】
　（３）エポキシ基含有添加剤（Ｄ）を含有し、その含有量が、ポリ乳酸樹脂（Ａ）とポ
リカーボネート樹脂（Ｂ）との合計１００質量部に対して０．５～３０質量部であること
を特徴とする（１）または（２）の樹脂組成物。
【００１６】
　（４）カルボジイミド、エポキシ、オキサゾリンよりなる群から選ばれた官能基を少な
くとも１単位以上含有する反応性化合物（Ｅ）を含有し、その含有量が、ポリ乳酸樹脂（
Ａ）とポリカーボネート樹脂（Ｂ）との合計１００質量部に対して０．０１～５質量部で
あることを特徴とする（１）から（３）までのいずれかの樹脂組成物。
【００１７】
　（５）コアシェル型グラフト共重合体（Ｆ）を含有し、その含有量が、ポリ乳酸樹脂（
Ａ）とポリカーボネート樹脂（Ｂ）との合計１００質量部に対して０．１～３０質量部で
あることを特徴とする（１）から（４）までのいずれかの樹脂組成物。
【００１８】
　（６）上記（１）から（５）までのいずれかの樹脂組成物を成形加工して得られたもの
であることを特徴とする成形体。
【００１９】
　（７）ポリ乳酸樹脂（Ａ）と、ポリカーボネート樹脂（Ｂ）とを含有し、
　ポリ乳酸樹脂（Ａ）とポリカーボネート樹脂（Ｂ）との質量比率（Ａ／Ｂ）が、４０／
６０～８０／２０であり、
　２４０℃、２１．２Ｎ荷重におけるポリ乳酸樹脂（Ａ）のメルトフローレート（ＭＦＲ

Ａ）とポリカーボネート樹脂（Ｂ）のメルトフローレート（ＭＦＲＢ）との比（ＭＦＲＡ
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／ＭＦＲＢ）が１０以上であることを特徴とする樹脂組成物。
【００２０】
　（８）エポキシ基含有添加剤（Ｄ）を含有し、その含有量が、ポリ乳酸樹脂（Ａ）とポ
リカーボネート樹脂（Ｂ）との合計１００質量部に対して０．５～３０質量部であること
を特徴とする（７）の樹脂組成物。
【００２１】
　（９）カルボジイミド、エポキシ、オキサゾリンよりなる群から選ばれた官能基を少な
くとも１単位以上含有する反応性化合物（Ｅ）を含有し、その含有量が、ポリ乳酸樹脂（
Ａ）とポリカーボネート樹脂（Ｂ）との合計１００質量部に対して０．０１～５質量部で
あることを特徴とする（７）の樹脂組成物。
【００２２】
　（１０）上記（７）から（９）までのいずれかの樹脂組成物を成形加工して得られた成
形体であって、前記成形体の表面から深さ５μｍまでの範囲において、ポリ乳酸樹脂（Ａ
）中にポリカーボネート樹脂（Ｂ）が島状に粒子分散し、成形体の断面において観察され
る分散粒子断面の長さが０．１μｍ以上であることを特徴とする成形体。
【発明の効果】
【００２３】
　本発明によれば、石油系製品への依存度が低く、耐熱性、耐衝撃性、耐久性に加えて、
外観が優れた樹脂組成物が得られる。この樹脂組成物は、各種の成形体として種々の用途
に好適に利用することができる。
【図面の簡単な説明】
【００２４】
【図１】実施例２１の成形体の表面及びその近傍の断面の拡大画像を示す図である。
【図２】比較例８の成形体の表面及びその近傍の断面の拡大画像を示す図である。
【発明を実施するための最良の形態】
【００２５】
　以下、本発明を詳細に説明する。
【００２６】
　本発明の樹脂組成物の第１のアスペクトは、ポリ乳酸樹脂（Ａ）と、ポリカーボネート
樹脂（Ｂ）と、メタクリル酸メチル系共重合体（Ｃ）とを含有し、ポリ乳酸樹脂（Ａ）と
ポリカーボネート樹脂（Ｂ）との質量比率（Ａ／Ｂ）が、４０／６０～８０／２０であり
、２４０℃、２１．２Ｎ荷重におけるポリ乳酸樹脂（Ａ）のメルトフローレート（ＭＦＲ

Ａ）とポリカーボネート樹脂（Ｂ）のメルトフローレート（ＭＦＲＢ）との比（ＭＦＲＡ

／ＭＦＲＢ）が１０未満であり、メタクリル酸メチル系共重合体（Ｃ）がメタクリル酸メ
チルと（メタ）アクリル酸エステルとの共重合体であり、メタクリル酸メチル系共重合体
（Ｃ）の重量平均分子量（Ｍｗ）が５００，０００以上であり、メタクリル酸メチル系共
重合体（Ｃ）の含有量が、ポリ乳酸樹脂（Ａ）とポリカーボネート樹脂（Ｂ）との合計１
００質量部に対して０．１～２０質量部であることを特徴とする。
【００２７】
　本発明の樹脂組成物の第２のアスペクトは、ポリ乳酸樹脂（Ａ）と、ポリカーボネート
樹脂（Ｂ）とを含有し、ポリ乳酸樹脂（Ａ）とポリカーボネート樹脂（Ｂ）との質量比率
（Ａ／Ｂ）が、４０／６０～８０／２０であり、２４０℃、２１．２Ｎ荷重におけるポリ
乳酸樹脂（Ａ）のメルトフローレート（ＭＦＲＡ）とポリカーボネート樹脂（Ｂ）のメル
トフローレート（ＭＦＲＢ）との比（ＭＦＲＡ／ＭＦＲＢ）が１０以上であることを特徴
とする。
【００２８】
　本発明の樹脂組成物に使用されるポリ乳酸樹脂（Ａ）としては、ポリ（Ｌ－乳酸）、ポ
リ（Ｄ－乳酸）、これらの混合物、これらの共重合体、これらのステレオコンプレックス
などを挙げることができる。ポリ乳酸樹脂（Ａ）は、公知の溶融重合法により、あるいは
必要に応じてさらに固相重合法を併用して、製造される。また、ポリグルコール酸、ポリ
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カプロラクトン、ポリブチレンサクシネート、ポリエチレンサクシネートなどの他のポリ
エステルを少量使用するのであれば、これらの他のポリエステルとの混合物や共重合体を
用いることもできる。しかし、機械的強度や耐熱性の観点から、ポリ（Ｌ－乳酸）を主体
としたものであることが望ましい。
【００２９】
　ポリ（Ｌ－乳酸）を主体とするポリ乳酸は、光学純度によってその融点が異なる。本発
明においては、成形体の機械的強度や耐熱性を考慮すると、その融点が１６０℃以上であ
ることが望ましい。ポリ（Ｌ－乳酸）を主体とするポリ乳酸において、融点を１６０℃以
上とするためには、Ｄ－乳酸成分の割合を約３モル％未満とすればよい。
【００３０】
　本発明に使用されるポリ乳酸樹脂（Ａ）には、架橋ないし分岐構造が導入されていても
よい。架橋ないし分岐構造の導入方法としては、有機過酸化物を添加する方法、有機過酸
化物とラジカル重合性化合物を併用する方法、放射線を照射する方法、多官能性開始剤の
存在下で製造する方法等が挙げられる。
【００３１】
　過酸化物としては、ジブチルパーオキサイド、ビス（ブチルパーオキシ）ジイソプロピ
ルベンゼン等が挙げられる。ラジカル重合性化合物としては、グリシジルメタクリレート
、エチレングリコールジメタクリレート、ジエチレングリコールジメタクリレート、ポリ
エチレングリコールジメタクリレート等が挙げられる。多官能性開始剤としては、エチレ
ン－ビニルアルコール共重合体、ポリビニルアルコール部分鹸化物、セルロースジアセテ
ート等が挙げられる。
【００３２】
　本発明の樹脂組成物に使用されるポリ乳酸樹脂（Ａ）の分子量は特に限定されないが、
その指標となる２４０℃、荷重２１．２Ｎにおけるメルトフローレート（ＭＦＲ）が１～
３００ｇ／１０分の範囲であれば、樹脂（Ａ）を好ましく使用することができるさらに好
ましくは、５～２５０ｇ／１０分の範囲である。メルトフローレートが３００ｇ／１０分
を超える場合には、溶融粘度が低すぎて、成形体の機械的強度や耐熱性が劣る場合がある
。一方、メルトフローレートが１ｇ／１０分未満の場合は、成形加工時の負荷が高くなり
すぎ、操業性が低下する場合がある。
【００３３】
　本発明の樹脂組成物に使用されるポリカーボネート樹脂（Ｂ）は、ビスフェノール類残
基単位とカーボネート残基単位とを含むものである。
【００３４】
　ビスフェノール類としては、例えば２，２－ビス（４－ヒドロキシフェニル）プロパン
、２，２－ビス（３，５－ジブロモ－４－ヒドロキシフェニル）プロパン、２，２－ビス
（３，５－ジメチル－４－ヒドロキシフェニル）プロパン、１，１－ビス（４－ヒドロキ
シフェニル）シクロヘキサン、１，１－ビス（３，５－ジメチル－４－ヒドロキシフェニ
ル）シクロヘキサン、１，１－ビス（４－ヒドロキシフェニル）デカン、１，４－ビス（
４－ヒドロキシフェニル）プロパン、１，１－ビス（４－ヒドロキシフェニル）シクロド
デカン、４，４′－ジヒドロキシジフェニルエーテル、４，４′－ジチオジフェノール、
４，４′－ジヒドロキシ－３，３′－ジクロロジフェニルエーテル、４，４′－ジヒドロ
キシ－２，５－ジヒドロキシジフェニルエーテル等が挙げられる。その他にも米国特許明
細書第２，９９９，８３５号、第３，０２８，３６５号、第３，３３４，１５４号および
第４，１３１，５７５号に記載されているジフェノールが使用できる。これらは単独で使
用してもよいし、あるいは２種類以上混合して使用してもよい。
【００３５】
　カーボネート残基単位を導入する為の前駆物質としては、例えばホスゲン、あるいはジ
フェニルカーボネート等が挙げられる。
【００３６】
　本発明に使用されるポリカーボネート樹脂は、その極限粘度が０．３０～０．６４の範
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囲にあることが好ましい。０．６４を上回ると、樹脂組成物の溶融粘度が高くなり、混練
押出し及び射出成形が困難になる傾向にある。０．３０を下回ると、得られる成形体の衝
撃強度が不足する傾向にある。
【００３７】
　本発明の樹脂組成物においては、ポリ乳酸樹脂（Ａ）とポリカーボネート樹脂（Ｂ）の
質量比率（Ａ／Ｂ）は、４０／６０～８０／２０であることが必要である。好ましくは５
０／５０～７５／２５であり、より好ましくは５５／４５～７０／３０である。ポリ乳酸
樹脂（Ａ）の質量比率が４０％未満であると、天然物由来の原料の比率が小さくなり、こ
のため石油等の枯渇資源の節約に貢献できるとはいいがたくなる。反対に８０質量％を超
えると、得られる樹脂組成物の耐熱性・耐衝撃性などの物性が十分でなくなる。
【００３８】
　本発明の樹脂組成物における、メタクリル酸メチル系共重合体（Ｃ）を含有する第１の
アスペクトにおいては、２４０℃、荷重２１．２Ｎにおけるポリ乳酸樹脂（Ａ）のメルト
フローレート（ＭＦＲＡ）と、同条件におけるポリカーボネート樹脂（Ｂ）のメルトフロ
ーレート（ＭＦＲＢ）との比（ＭＦＲＡ／ＭＦＲＢ）は、１０未満であることが必要であ
る。８以下であることが好ましく、５以下であることがより好ましい。この第１のアスペ
クトにおいては、ＭＦＲ比（ＭＦＲＡ／ＭＦＲＢ）が１０以上の場合は、耐熱性や耐衝撃
性などの物性が低下する。
【００３９】
　本発明の樹脂組成物における、メタクリル酸メチル系共重合体（Ｃ）を含有しない第２
のアスペクトにおいては、２４０℃、荷重２１．２Ｎにおけるポリ乳酸樹脂（Ａ）のメル
トフローレート（ＭＦＲＡ）と、同条件におけるポリカーボネート樹脂（Ｂ）のメルトフ
ローレート（ＭＦＲＢ）との比（ＭＦＲＡ／ＭＦＲＢ）が１０以上であることが必要であ
る。２０以上であることが好ましく、４０以上であることがより好ましい。この第２のア
スペクトにおいては、ＭＦＲ比（ＭＦＲＡ／ＭＦＲＢ）が１０未満の場合には真珠光沢が
発現し外観が悪化する。なお、ＭＦＲ比（ＭＦＲＡ／ＭＦＲＢ）は６００以下であること
が好ましい。６００を超えると、耐熱性や耐衝撃性などの物性が低下することがある。
【００４０】
　本発明において、メルトフローレートの測定温度として２４０℃を採用するのは、この
温度が、本発明の樹脂組成物の製造におけるポリ乳酸樹脂（Ａ）とポリカーボネート樹脂
（Ｂ）の溶融混練温度に近いとの理由による。
【００４１】
　本発明の樹脂組成物に使用されるメタクリル酸メチル系共重合体（Ｃ）は、メタクリル
酸メチルと（メタ）アクリル酸エステルとの共重合体である。すなわち、共重合体（Ｃ）
は、メタクリル酸メチルとアクリル酸エステルとからなる単量体混合物を、またはメタク
リル酸メチルと、メタクリル酸メチルを除くメタクリル酸エステルとからなる単量体混合
物を、共重合させることによって、得られる共重合体である。
【００４２】
　アクリル酸エステルとしては、炭素数が１～１８のアルキル基を有するものが好ましい
。そのアクリル酸エステルのアルキル基は、直鎖状でも分岐があるものでもよく、環状の
アルキル基でもよい。具体的には、直鎖状のアルキル基を有するアクリル酸エステルとし
ては、アクリル酸メチル、アクリル酸エチル、アクリル酸ｎ－ブチル、アクリル酸ラウリ
ル、アクリル酸ステアリル等が挙げられる。分岐があるアルキル基を有するアクリル酸エ
ステルとしては、アクリル酸２－エチルヘキシル等が挙げられる。環状のアルキル基を有
するアクリル酸エステルとしては、アクリル酸シクロヘキシル等が挙げられる。アルキル
基の炭素数が１８個を超えると、単量体の重合性が低下して共重合が困難になる場合があ
る。
【００４３】
　メタクリル酸メチルを除くメタクリル酸エステルとしては、炭素数が２～１８のアルキ
ル基を有するものが好ましい。そのメタクリル酸エステルのアルキル基は、直鎖状でも分
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岐があるものでもよく、環状のアルキル基でもよい。具体的には、直鎖状のアルキル基を
有するメタクリル酸エステルとしては、メタクリル酸エチル、メタクリル酸ｎ－ブチル、
メタクリル酸ラウリル、メタクリル酸ステアリル、メタクリル酸トリデシル等が挙げられ
る。分岐があるアルキル基を有するメタクリル酸エステルとしては、メタクリル酸ｉ－ブ
チル、メタクリル酸ｔ－ブチル、メタクリル酸２－エチルヘキシル等が挙げられる。環状
のアルキル基を有するメタクリル酸エステルとしては、メタクリル酸シクロヘキシル等が
挙げられる。アルキル基の炭素数が１８個を超えると、単量体の重合性が低下して共重合
が困難になる場合がある。
【００４４】
　共重合体（Ｃ）を構成する単量体成分中におけるメタクリル酸メチル成分の割合は、７
０～９０質量％が好ましく、より好ましくは８０～９０質量％である。この範囲から外れ
ると、外観改善効果が十分に得られないおそれがある。
【００４５】
　共重合体（Ｃ）は、その特性を大きく損なわない限りにおいて、他種の単量体を共重合
していてもよい。他種の単量体としては、スチレン、α－メチルスチレン、クロルスチレ
ン、ビニルトルエン等の芳香族アルケニル化合物；アクリロニトリル、メタクリロニトリ
ル等のシアン化ビニル化合物；酢酸ビニル等のビニルエステル；無水マレイン酸等のジカ
ルボン酸無水物等；さらにジビニルベンゼン、メタクリル酸アリル等の多官能性単量体が
挙げられる。本発明においては、これらは目的に応じて単独で用いてもよいしあるいは２
種以上を併用してもよい。
【００４６】
　共重合体（Ｃ）は、テトラヒドロフランを溶出液とするゲル浸透クロマトグラフィによ
り測定し、標準ポリスチレン換算して求めた重量平均分子量（Ｍｗ）が、５００，０００
以上であることが必要である。８００，０００以上であることが好ましい。共重合体（Ｃ
）の重量平均分子量（Ｍｗ）が５００，０００未満では、外観改善効果が十分に得られな
い。
【００４７】
　共重合体（Ｃ）を得るための重合方法としては、乳化重合法、懸濁重合法、溶液重合法
等が挙げられる、中でも、乳化重合法の適用が最も好ましい。
【００４８】
　本発明の樹脂組成物において、共重合体（Ｃ）の含有量は、ポリ乳酸樹脂（Ａ）とポリ
カーボネート樹脂（Ｂ）の合計１００質量部に対して、０．１～２０質量部であることが
必要である。１～１０質量部であることが好ましく、２～５質量部であることがさらに好
ましくい。共重合体（Ｃ）の含有量が０．１質量部未満であると、外観改善効果が不十分
であり、２０質量部を超える場合は、耐熱性が低下する。
【００４９】
　本発明の樹脂組成物は、ポリ乳酸樹脂（Ａ）とポリカーボネート樹脂（Ｂ）の相溶化促
進を目的として、エポキシ基含有添加剤（Ｄ）を含有してもよい。エポキシ基含有添加剤
（Ｄ）としては、エポキシ基を含有していれば特に限定されないが、エポキシ化合物をグ
ラフトまたは共重合した高分子化合物が好ましい。
【００５０】
　エポキシ化合物をグラフト重合（以下、「－ｇ－」で表す）または共重合（以下、「／
」で表す）した高分子化合物としては、エチレン／グリシジルメタクリレート共重合体、
エチレン／グリシジルメタクリレート／酢酸ビニル共重合体、エチレン／グリシジルメタ
クリレート／アクリル酸メチル共重合体、エチレン／グリシジルメタクリレート共重合体
－ｇ－ポリメチルメタクリレート、エチレン／グリシジルメタクリレート共重合体－ｇ－
アクリロニトリル／スチレン共重合体、エチレン／グリシジルメタクリレート共重合体－
ｇ－ポリスチレンなどが挙げられる。
【００５１】
　エポキシ基含有添加剤（Ｄ）の含有量は、ポリ乳酸樹脂（Ａ）とポリカーボネート樹脂
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（Ｂ）の合計１００質量部に対して０．５～３０質量部であることが好ましく、１～２０
質量部であることがより好ましく、３～１５質量部であることがさらに好ましい。含有量
が０．５質量部未満であると、ポリ乳酸樹脂（Ａ）とポリカーボネート樹脂（Ｂ）との相
溶化効果が不十分である。その含有量が３０質量部を超える場合は、耐熱性が低下する傾
向となる。
【００５２】
　本発明の樹脂組成物は、ポリ乳酸樹脂（Ａ）の末端基を封鎖して耐湿熱性を向上させる
ことを目的として、カルボジイミド、エポキシ、オキサゾリンよりなる群から選ばれた官
能基を少なくとも１単位以上含有する反応性化合物（Ｅ）を含有してもよい。中でもカル
ボジイミド化合物が好ましい。
【００５３】
　カルボジイミド化合物の具体例としては、Ｎ，Ｎ′－ジ－２，６－ジイソプロピルフェ
ニルカルボジイミド、Ｎ，Ｎ′－ジ－ｏ－トリルカルボジイミド、Ｎ，Ｎ′－ジフェニル
カルボジイミド、Ｎ，Ｎ′－ジオクチルデシルカルボジイミド、Ｎ，Ｎ′－ジ－２，６－
ジメチルフェニルカルボジイミド、Ｎ－トリル－Ｎ′－シクロヘキシルカルボジイミド、
Ｎ，Ｎ′－ジ－２，６－ジ－ｔｅｒｔ－ブチルフェニルカルボジイミド、Ｎ－トリル－Ｎ
′－フェニルカルボジイミド、Ｎ，Ｎ′－ジ－ｐ－ニトロフェニルカルボジイミド、Ｎ，
Ｎ′－ジ－ｐ－アミノフェニルカルボジイミド、Ｎ，Ｎ′－ジ－ｐ－ヒドロキシフェニル
カルボジイミド、Ｎ，Ｎ′－ジ－シクロヘキシルカルボジイミド、Ｎ，Ｎ′－ジ－ｐ－ト
リルカルボジイミド、ｐ－フェニレン－ビス－ジ－ｏ－トリルカルボジイミド、ｐ－フェ
ニレン－ビス－ジシクロヘキシルカルボジイミド、ヘキサメチレン－ビス－ジシクロヘキ
シルカルボジイミド、４，４′－ジシクロヘキシルメタンカルボジイミド、エチレン－ビ
ス－ジフェニルカルボジイミド、Ｎ，Ｎ′－ベンジルカルボジイミド、Ｎ－オクタデシル
－Ｎ′－フェニルカルボジイミド、Ｎ－ベンジル－Ｎ′－フェニルカルボジイミド、Ｎ－
オクタデシル－Ｎ′－トリルカルボジイミド、Ｎ－シクロヘキシル－Ｎ′－トリルカルボ
ジイミド、Ｎ－フェニル－Ｎ′－トリルカルボジイミド、Ｎ－ベンジル－Ｎ′－トリルカ
ルボジイミド、Ｎ，Ｎ′－ジ－ｏ－エチルフェニルカルボジイミド、Ｎ，Ｎ′－ジ－ｐ－
エチルフェニルカルボジイミド、Ｎ，Ｎ′－ジ－ｏ－イソプロピルフェニルカルボジイミ
ド、Ｎ，Ｎ′－ジ－ｐ－イソプロピルフェニルカルボジイミド、Ｎ，Ｎ′－ジ－ｏ－イソ
ブチルフェニルカルボジイミド、Ｎ，Ｎ′－ジ－ｐ－イソブチルフェニルカルボジイミド
、Ｎ，Ｎ′－ジ－２，６－ジエチルフェニルカルボジイミド、Ｎ，Ｎ′－ジ－２－エチル
－６－イソプロピルフェニルカルボジイミド、Ｎ，Ｎ′－ジ－２－イソブチル－６－イソ
プロピルフェニルカルボジイミド、Ｎ，Ｎ′－ジ－２，４，６－トリメチルフェニルカル
ボジイミド、Ｎ，Ｎ′－ジ－２，４，６－トリイソプロピルフェニルカルボジイミド、Ｎ
，Ｎ′－ジ－２，４，６－トリイソブチルフェニルカルボジイミド、ジイソプロピルカル
ボジイミド、ジメチルカルボジイミド、ジイソブチルカルボジイミド、ジオクチルカルボ
ジイミド、ｔ－ブチルイソプロピルカルボジイミド、ジ－β－ナフチルカルボジイミド、
ジ－ｔ－ブチルカルボジイミド、芳香族ポリカルボジイミドなどが挙げられる。さらに、
これらの化合物の重合体を挙げることができる。これらカルボジイミド化合物は、単独で
使用してもよいが、２種以上を組み合わせて使用してもよい。本発明では、芳香族カルボ
ジイミド、特にＮ，Ｎ′－ジ－２，６－ジイソプロピルフェニルカルボジイミド、および
これら化合物の重合体が望ましく用いられる。そのほかにも、シクロ環を有したカルボジ
イミド化合物、特に４，４′－ジシクロヘキシルメタンカルボジイミド、およびこれらの
化合物の重合体が特に好ましく用いられる。
【００５４】
　エポキシ化合物の具体例としては、エチレングリコールジグリシジルエーテル、ポリエ
チレングリコールジグリシジルエーテル、プロピレングリコールジグリシジルエーテル、
ポリプロピレングリコールジグリシジルエーテル、ポリブタジエンジグリシジルエーテル
、ネオペンチルグリコールジグリシジルエーテル、１，６－ヘキサンジオールジグリシジ
ルエーテル、シクロヘキサンジメタノールジグリシジルエーテル、ハイドロキノンジグリ
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シジルエーテル、Ｎ－グリシジルフタルイミド、水添ビスフェノールＡ―ジグリシジルエ
ーテル、ソルビトールポリグリシジルエーテル、ペンタエリスリトールポリグリシジルエ
ーテル、グリセロールポリグリシジルエーテル、ポリグリセロールポリグリシジルエーテ
ル、トリメチルプロパンポリグリシジルエーテル、２－エチルヘキシルグリシジルエーテ
ル、フェニルグリシジルエーテル、フェニル（ポリエチレングリコール）グリシジルエー
テル、フェニル（ポリプロピレングリコール）グリシジルエーテル、ｐ－ｔｅｒｔ－ブチ
ルフェニルグリシジルエーテル、ジグリシジル－ｏ－フタレート、ジグリシジルテレフタ
レート、ジブロモフェニルグリシジルエーテル、エポキシ化植物油などが挙げられる。こ
れらエポキシ化合物は、単独で使用してもよいが、２種以上を組み合わせて使用してもよ
い。中でも、エチレングリコールジグリシジルエーテル、あるいはポリエチレングリコー
ルジグリシジルエーテルが特に好ましい。
【００５５】
　オキサゾリン化合物の具体例としては、２－メチル－２－オキサゾリン、２－エチル－
２－オキサゾリン、２－フェニル－２－オキサゾリン、２－イソプロペニル－２－オキサ
ゾリン、２，４－ジメチル－２－オキサゾリンのようなモノオキサゾリン化合物；２、２
′－（１，３－フェニレン）ビス（２－オキサゾリン）のようなビスオキサゾリン化合物
；オキサゾリン基を側鎖に有するポリマーなどが挙げられる。これらオキサゾリン化合物
は、単独で使用してもよいが２種以上を組み合わせて使用してもよい。中でも２，２′－
（１，３－フェニレン）ビス（２－オキサゾリン）が特に好ましい。
【００５６】
　反応性化合物（Ｅ）の含有量は、ポリ乳酸樹脂（Ａ）とポリカーボネート樹脂（Ｂ）の
合計１００質量部に対して０．０１～５質量部であることが好ましく、０．１～３質量部
であることがより好ましい。含有量が０．０１質量部未満であると、耐湿熱性を向上させ
る実質的な効果が見られない傾向が生じる。一方、５質量部を超えると、耐熱性が低下す
る傾向が生じる。
【００５７】
　本発明の樹脂組成物は、ポリ乳酸樹脂（Ａ）とポリカーボネート樹脂（Ｂ）の耐衝撃性
改善を目的としてコアシェル型グラフト共重合体（Ｆ）を含有してもよい。コアシェル型
グラフト共重合体（Ｆ）とは、コアがゴム弾性を有する重合体成分から構成され、シェル
が熱可塑性を有する重合体成分から構成されたグラフト共重合体である。
【００５８】
　グラフト共重合体のゴム質の種類は、特に限定されるものではなく、ゴム弾性を有する
重合体成分から構成されるものであればよい。例えば、アクリル成分、シリコーン成分、
スチレン成分、ニトリル成分、共役ジエン成分、ウレタン成分、エチレンプロピレン成分
などを重合させた重合体から構成されるゴムが挙げられる。
【００５９】
　アクリル成分としては、アクリル酸エチル単位やアクリル酸ブチル単位など、シリコー
ン成分としては、ジメチルシロキサン単位やフェニルメチルシロキサン単位など、スチレ
ン成分としては、スチレン単位やα－メチルスチレン単位など、ニトリル成分としては、
アクリロニトリル単位やメタクリロニトリル単位など、共役ジエン成分としては、ブタン
ジエン単位やイソプレン単位などが、それぞれ挙げられる。
【００６０】
　これらの成分を２種以上組み合わせて共重合させたものから構成されるゴムも好ましい
。例えば、（１）アクリル成分およびシリコーン成分を共重合、複合化した成分から構成
されるゴム、（２）アクリル成分およびスチレン成分を共重合した成分から構成されるゴ
ム、（３）アクリル成分および共役ジエン成分を共重合した成分から構成されるゴム、（
４）アクリル成分およびシリコーン成分およびスチレン成分を共重合した成分から構成さ
れるゴムなどが挙げられる。また、これらの成分の他に、ジビニルベンゼン単位、アリル
アクリレート単位またはブチレングリコールジアクリレート単位などの架橋性成分を共重
合し架橋させたゴムも好ましい。
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【００６１】
　本発明においては、コアシェル型グラフト共重合体（Ｆ）を構成するゴム成分は、ブタ
ジエン系ゴム、アクリル系ゴム、シリコーン系ゴム、シリコーンアクリル系ゴムであるこ
とが好ましい。
【００６２】
　ブタジエン系ゴムは、１，３－ブタジエン単量体単位のみからなる重合体、若しくは１
，３－ブタジエン単量体単位と、これと共重合可能な１種以上のビニル系単量体単位から
なる重合体である。共重合可能な１種類以上のビニル系単量体単位の含有量は、ブタジエ
ン系ゴム重合体中５０質量％以下であることが好ましい。
【００６３】
　１，３－ブタジエンと共重合可能なビニル系単量体としては、スチレン、α－メチルス
チレン等の芳香族ビニル化合物；メチルメタクリレート、エチルメタクリレート等のメタ
クリル酸アルキルエステル；エチルアクリレート、ｎ－ブチルアクリレート等のアクリル
酸アルキルエステル；アクリロニトリル、メタクリロニトリル等の不飽和ニトリル；メチ
ルビニルエーテル、ブチルビニルエーテル等のビニルエーテル；塩化ビニル、臭化ビニル
等のハロゲン化ビニル；塩化ビニリデン、臭化ビニリデン等のハロゲン化ビニリデン；グ
リシジルアクリレート、グリシジルメタクリレート、アリルグリシジルエーテル、エチレ
ングリコールグリシジルエーテル等のグリシジル基を有するビニル系単量体等が挙げられ
る。
【００６４】
　また、上記以外に、ジビニルベンゼン、ジビニルトルエン等の芳香族多官能ビニル化合
物；エチレングリコールジメタクリレート、１，３－ブタンジオールジアクリレート等の
多価アルコール；トリメタクリル酸エステル、トリアクリル酸エステル、アクリル酸アリ
ル、メタクリル酸アリル等のカルボン酸アリルエステル；ジアリルフタレート、ジアリル
セバケート等のジアリル化合物；トリアリルトリアジン等のトリアリル化合物などの架橋
性単量体（架橋剤）を用いることができる。これらは、単独で、又は２種以上を混合して
用いることができる。
【００６５】
　アクリル系ゴムとしては、主構成単位のアクリル酸エステル５０～１００質量％と、こ
れと共重合可能なビニル系単量体５０～０質量％とを含有するものが挙げられる。
【００６６】
　アクリル系ゴムを構成するアクリル酸エステルとしては、アルキル基の炭素数が２～８
であるアクリル酸アルキルエステル、例えばエチルアクリレート、ｎ－ブチルアクリレー
ト、２－エチルヘキシルアクリレート等が挙げられる。
【００６７】
　アクリル系ゴムを構成するビニル系単量体としては、例えば、スチレン、α－メチルス
チレン等の芳香族ビニル；メチルメタクリレート、エチルメタクリレート等のメタクリル
酸アルキルエステル；アクリロニトリル、メタクリロニトリル等の不飽和ニトリル；メチ
ルビニルエーテル、ブチルビニルエーテル等のビニルエーテル；塩化ビニル、臭化ビニル
等のハロゲン化ビニル；塩化ビニリデン、臭化ビニリデン等のハロゲン化ビニリデン；グ
リシジルアクリレート、グリシジルメタクリレート、アリルグリシジルエーテル、エチレ
ングリコールグリシジルエーテル等のグリシジル基を有するビニル系単量体などが挙げら
れる。
【００６８】
　シリコーンアクリル系ゴムとしては、ポリオルガノシロキサンとアルキル（メタ）アク
リレートゴムとを含有するゴムが挙げられる。このゴムは、どのような方法で製造されて
もよいが、乳化重合法で製造されたものが最適である。ポリオルガノシロキサンには特に
制限はないが、ビニル重合性官能基を含有するポリオルガノシロキサンが好ましい。
【００６９】
　ポリオルガノシロキサンの製造に用いられるジメチルシロキサンとしては、３員環以上
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のジメチルシロキサン系環状体が挙げられ、３～７員環のものが好ましい。具体的にはヘ
キサメチルシクロトリシロキサン、オクタメチルシクロテトラシロキサン、デカメチルシ
クロペンタシロキサン、ドデカメチルシクロヘキサシロキサン等が挙げられ、これらは単
独でまたは二種以上混合して用いられる。
【００７０】
　一方、コアシェル型グラフト共重合体（Ｆ）のシェルは、熱可塑性を有する重合体成分
から構成されたものである。シェルを構成する重合体成分は、そのガラス転移温度が、コ
アを構成する重合体成分のそれより高いことが好ましい。
【００７１】
　シェルを構成する重合体としては、不飽和カルボン酸アルキルエステル系単位、グリシ
ジル基含有ビニル系単位、脂肪族ビニル系単位、芳香族ビニル系単位、シアン化ビニル系
単位、マレイミド系単位、不飽和ジカルボン酸系単位、その他のビニル系単位などから選
ばれる少なくとも１種以上の単位を含有する重合体が挙げられる。中でも、不飽和カルボ
ン酸アルキルエステル系単位、グリシジル基含有ビニル系単位を含有する重合体が好まし
い。
【００７２】
　不飽和カルボン酸アルキルエステル系単位としては、特に限定されるものではないが、
メタクリル酸アルキルエステルが好ましく使用される。具体的には、メタクリル酸メチル
、メタクリル酸エチル、メタクリル酸ｎ－プロピル、メタクリル酸ｎ－ブチル、メタクリ
ル酸ｔ－ブチル、メタクリル酸ｎ－ヘキシル、メタクリル酸２－エチルヘキシル、メタク
リル酸シクロヘキシル、メタクリル酸ステアリル、メタクリル酸オクタデシル、メタクリ
ル酸フェニル、メタクリル酸ベンジル、メタクリル酸クロロメチル、メタクリル酸２－ク
ロロエチル、メタクリル酸２－ヒドロキシエチル、メタクリル酸３－ヒドロキシプロピル
、メタクリル酸２，３，４，５，６－ペンタヒドロキシヘキシル、メタクリル酸２，３，
４，５－テトラヒドロキシペンチル、アクリル酸アミノエチル、アクリル酸プロピルアミ
ノエチル、メタクリル酸ジメチルアミノエチル、メタクリル酸エチルアミノプロピル、メ
タクリル酸フェニルアミノエチル、メタクリル酸シクロヘキシルアミノエチルなどが挙げ
られる。中でも、樹脂への分散性を向上する効果が大きいという観点から、メタクリル酸
メチル、メタクリル酸ｎ－ブチルを好ましく使用することができる。これらの単位は、単
独ないし２種以上を用いることができる。
【００７３】
　グリシジル基含有ビニル系単位としては、特に限定されるものではないが、メタクリル
酸グリシジル、イタコン酸グリシジル、イタコン酸ジグリシジル、アリルグリシジルエー
テル、スチレン－４－グリシジルエーテル、４－グリシジルスチレンなどが挙げられる。
中でも、耐衝撃性を向上する効果が大きいという観点から、メタクリル酸グリシジルを好
ましく使用することができる。これらの単位は、単独ないし２種以上を用いることができ
る。
【００７４】
　脂肪族ビニル系単位としては、エチレン、プロピレン、ブタジエンなどを挙げることが
できる。芳香族ビニル系単位としては、スチレン、α－メチルスチレン、１－ビニルナフ
タレン、４－メチルスチレン、４－プロピルスチレン、４－シクロヘキシルスチレン、４
－ドデシルスチレン、２－エチル－４－ベンジルスチレン、４－（フェニルブチル）スチ
レン、ハロゲン化スチレンなどを挙げることができる。シアン化ビニル系単位としては、
アクリロニトリル、メタクリロニトリルまたはエタクリロニトリルなどを挙げることがで
きる。マレイミド系単位としては、マレイミド、Ｎ－メチルマレイミド、Ｎ－エチルマレ
イミド、Ｎ－プロピルマレイミド、Ｎ－イソプロピルマレイミド、Ｎ－シクロヘキシルマ
レイミド、Ｎ－フェニルマレイミド、Ｎ－（ｐ－ブロモフェニル）マレイミドまたはＮ－
（クロロフェニル）マレイミドなどを挙げることができる。不飽和ジカルボン酸系単位と
しては、マレイン酸、マレイン酸モノエチルエステル、イタコン酸、フタル酸などを挙げ
ることができる。その他のビニル系単位としては、アクリルアミド、メタクリルアミド、
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Ｎ－メチルアクリルアミド、ブトキシメチルアクリルアミド、Ｎ－プロピルメタクリルア
ミド、Ｎ－ビニルジエチルアミン、Ｎ－アセチルビニルアミン、アリルアミン、メタアリ
ルアミン、Ｎ－メチルアリルアミン、ｐ－アミノスチレン、２－イソプロペニル－オキサ
ゾリン、２－ビニル－オキサゾリン、２－アクロイル－オキサゾリン、２－スチリル－オ
キサゾリンなどを挙げることができる。これらの単位は単独ないし２種以上を用いること
ができる。
【００７５】
　コアシェル型グラフト共重合体（Ｆ）の含有量は、ポリ乳酸樹脂（Ａ）とポリカーボネ
ート樹脂（Ｂ）の合計１００質量部に対して０．１～３０質量部であることが好ましく、
０．５～２０質量部であることがより好ましい。含有量が０．１質量部未満であると、耐
衝撃性の改善効果が見られない、一方、３０質量部を超えると、耐熱性が低下する傾向に
ある。
【００７６】
　本発明の樹脂組成物の製造方法としては、一般的な押出機を用いて、ポリ乳酸樹脂（Ａ
）とポリカーボネート樹脂（Ｂ）を溶融混練する方法が挙げられる。混合均一性を高める
点から、二軸押出機を使用することが好ましい。
【００７７】
　樹脂組成物に共重合体（Ｃ）、エポキシ基含有添加剤（Ｄ）、反応性化合物（Ｅ）、コ
アシェル型グラフト共重合体（Ｆ）を含有させる場合に、これらの添加方法としては、原
料樹脂とドライブレンドしてホッパーから投入する、押出機途中からフィーダー等により
添加する、可塑剤など液体に溶解または分散させて液添加する等、種々の方法を採ること
ができる。
【００７８】
　本発明の樹脂組成物には、機械的強度や耐熱性の向上を目的として、ガラス繊維を使用
してもよい。その配合量は、樹脂組成物１００質量部に対し、１～５０質量部であること
が好ましい。ガラス繊維は通常のガラス繊維で十分であり、樹脂との密着性を高めるため
に表面処理を施してもよい。添加の方法としては、押出し機において、ホッパーから、あ
るいはサイドフィーダーを用いて混練の途中から、それぞれ添加することができる。また
は、ガラス繊維をマスターバッチ加工することで、成形時にベース樹脂で希釈して使用す
ることもできる。
【００７９】
　本発明の樹脂組成物には、その特性を大きく損なわない限りにおいて、顔料、熱安定剤
、酸化防止剤、耐候剤、難燃剤、可塑剤、滑剤、離型剤、帯電防止剤、充填材、結晶核剤
等を添加することができる。
【００８０】
　熱安定剤や酸化防止剤としては、たとえばヒンダードフェノール類、リン化合物、ヒン
ダードアミン、イオウ化合物、銅化合物、アルカリ金属のハロゲン化物が挙げられる。
【００８１】
　難燃剤としては、ハロゲン系難燃剤、リン系難燃剤、無機系難燃剤が使用できる。中で
も、環境を配慮した場合、非ハロゲン系難燃剤の使用が望ましい。非ハロゲン系難燃剤と
しては、リン系難燃剤、水和金属化合物（水酸化アルミ、水酸化マグネシウム）、Ｎ含有
化合物（メラミン系、グアニジン系）、無機系化合物（硼酸塩、Ｍｏ化合物）が挙げられ
る。
【００８２】
　無機充填材としては、タルク、炭酸カルシウム、炭酸亜鉛、ワラストナイト、シリカ、
アルミナ、酸化マグネシウム、ケイ酸カルシウム、アルミン酸ナトリウム、アルミン酸カ
ルシウム、アルミノ珪酸ナトリウム、珪酸マグネシウム、ガラスバルーン、カーボンブラ
ック、酸化亜鉛、三酸化アンチモン、ゼオライト、ハイドロタルサイト、金属繊維、金属
ウイスカー、セラミックウイスカー、チタン酸カリウム、窒化ホウ素、グラファイト、炭
素繊維等が挙げられる。
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【００８３】
　有機充填材としては、澱粉、セルロース微粒子、木粉、おから、モミ殻、フスマ等の、
天然に存在するポリマーやこれらの変性品が挙げられる。
【００８４】
　無機結晶核剤としては、タルク、カオリン等が挙げられる。有機結晶核剤としては、ソ
ルビトール化合物、安息香酸およびその化合物の金属塩、燐酸エステル金属塩、ロジン化
合物等が挙げられる。
【００８５】
　本発明の樹脂組成物にこれらを混合する方法は、特に限定されない。
【００８６】
　本発明の樹脂組成物は、射出成形、ブロー成形、押出成形、インフレーション成形、お
よびシート加工後の真空成形、圧空成形、真空圧空成形等の成形方法により、各種成形体
とすることができる。とりわけ、射出成形法を採ることが好ましく、一般的な射出成形法
のほか、ガス射出成形法、射出プレス成形法等も採用できる。本発明の樹脂組成物に適し
た射出成形条件の一例を挙げれば、シリンダ温度を、ポリ乳酸樹脂（Ａ）の融点または流
動開始温度以上、好ましくは１８０～２６０℃、より好ましくは１９０～２５０℃の範囲
とするのが適当である。成形温度が低すぎると、成形品にショートが発生するなど操業性
が不安定になったり、過負荷に陥ったりしやすい。逆に成形温度が高すぎると、樹脂組成
物が分解して、得られる成形体の強度が低下したり、着色したりする等の問題が発生しや
すい。
【００８７】
　本発明の樹脂組成物は、結晶化を促進させることにより、その耐熱性を高めることがで
きる。このための方法としては、例えば、射出成形時に金型内での冷却にてポリ乳酸樹脂
成分の結晶化を促進させる方法がある。その場合には、金型温度をポリ乳酸樹脂成分の結
晶化温度±２０℃で所定時間保った後、ポリ乳酸樹脂成分のガラス転移温度以下に冷却す
ることが好ましい。また、成形後に結晶化を促進させる方法としては、直接ポリ乳酸樹脂
成分のガラス転移温度以下に冷却した後、再度、ポリ乳酸樹脂成分の結晶化温度±２０℃
で熱処理することを、好ましい方法として挙げることができる。
【００８８】
　本発明の第２のアスペクトにおいては、成形体は、その表面から深さ５μｍまでの範囲
において、ポリ乳酸樹脂（Ａ）中にポリカーボネート樹脂（Ｂ）が島状に粒子分散し、成
形体の断面において観察される分散粒子断面の長さが０．１μｍ以上であることが好まし
い。同分散粒子断面の長さが０．５μｍ以上であることがより好ましい。一般的にプラス
チックの成形体には、スキン層と呼ばれる表層部と、コア層と呼ばれるスキン層よりも内
層部が存在する。スキン層は、冷たい金型に高温の溶融樹脂を急速に充填し冷却させるた
めに発現し、樹脂流れ方向に配向がおきやすい部分である。そのため、成形品の表層部で
は島成分が細かく引きちぎられ、内層部の島成分の形態と大きく異なる場合がある。この
表層部と内層部との不均一構造が外観不良を引き起こす原因と考えられる。このため、島
成分の形態を制御することによって、成形品の外観不良を改善することができるのである
。つまり、メタクリル酸メチル系共重合体（Ｃ）を含有しない場合は、ポリ乳酸樹脂（Ａ
）の２４０℃、荷重２１．２Ｎにおけるメルトフローレート（ＭＦＲＡ）と、ポリカーボ
ネート樹脂（Ｂ）の同条件におけるメルトフローレート（ＭＦＲＢ）の比（ＭＦＲＡ／Ｍ
ＦＲＢ）を１０以上とすることで、成形体の表面から深さ５μｍまでの範囲においてポリ
乳酸樹脂（Ａ）中にポリカーボネート樹脂（Ｂ）が島状に粒子分散し、成形体の断面にお
いて観察される分散粒子断面の長さが０．１μｍ以上となって、その外観が向上する。な
お、成形体中のポリカーボネート樹脂（Ｂ）成分の大きさの確認は、成形体断面を透過型
電子顕微鏡で観察することによって、行うことができる。
【００８９】
　本発明の樹脂組成物を用いた成形体としては、次のものを挙げることができる。第一に
、まず押出成形法によりシート状、発泡シート状、パイプ状に加工し、これらを、クレジ
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ットカード等のカード類、下敷き、クリアファイル、ストロー、農業・園芸用・工業用硬
質／軟質パイプまたはパイプカバー等に応用することができる。さらにこれらのシート類
に、真空成形、圧空成形、真空圧空成形等の深絞り成形や、うち抜き成形などを行うこと
で、食品用容器、農業・園芸・工業用容器、各種雑貨、ブリスターパック容器、プレスス
ルーパック容器、折りたたみ式緩衝材、各種建材、各種パッキン、仕切り板や標識、掲示
板、自動車内装材、マネキン、靴底、帽子のつば、各種心材などを製造することができる
。
【００９０】
　射出成形法により製造される成形体の形態は、特に限定されない。その具体例としては
、皿、椀、鉢、箸、スプーン、フォーク、ナイフ、お盆等の食器関連物や、流動体用容器
（乳製品や清涼飲料水や酒類等のための飲料用コップ及び飲料用ボトル；醤油、ソース、
マヨネーズ、ケチャップ、食用油等の調味料の一時保存容器；シャンプー、リンス等の容
器；化粧品用容器；農薬用容器等）や、容器用キャップや、定規、筆記具、クリアケース
、ＣＤケース、いす等の事務用品や、コンテナーなど各種収納容器や、台所用三角コーナ
ー、ゴミ箱、洗面器、歯ブラシ、櫛、ハンガー等の日用品や、ファスナー・ボタンなどの
服飾関連品や、植木鉢、育苗ポット等の農業・園芸用資材や、プラモデル等の各種玩具類
や、エアコンパネル、冷蔵庫トレイ、パソコン、パソコン周辺機器、携帯電話、ＡＶ機器
などの各種筐体等の電化製品用樹脂部品や、バンパー、インパネ、ドアトリム等の自動車
用樹脂部品や、さお・ルアーなどのつり用品や、各種ラケット・プロテクターなどのスポ
ーツ用品や、各種建材などが挙げられる。
【００９１】
　本発明の樹脂組成物及びそれから得られる成形体は、外観が優れているため、特にこれ
まで外観不良で使えなかった分野への展開が可能となる。
【実施例】
【００９２】
　以下、本発明を実施例によりさらに具体的に説明する。ただし、本発明は下記の実施例
のみに限定されるものではない。
【００９３】
　下記の実施例及び比較例の評価に用いた測定法は、次のとおりである。
【００９４】
　（１）メルトフローレート（ＭＦＲ）：
　ＪＩＳ　Ｋ７２１０に従い、２４０℃、２１．２Ｎ（２．１６ｋｇ）の荷重で測定した
。単位はｇ／１０分である。
【００９５】
　（２）極限粘度（ＩＶ）：
　フェノール／１，１，２，２－テトラクロロエタン混合溶媒（質量比６／４）を用い、
温度２０℃で測定した。
【００９６】
　（３）分子量：
　示差屈折率検出器を備えたゲル浸透クロマトグラフィ（ＧＰＣ）装置（島津製作所社製
）を用い、テトラヒドロフランを溶出液として４０℃で測定し、標準ポリスチレン換算で
求めた。なお、テトラヒドロフランに溶けにくいサンプルは、少量のクロロホルムに溶解
後、テトラヒドロフランで希釈して、測定した。
【００９７】
　（４）熱変形温度（ＤＴＵＬ）：
　ＡＳＴＭ規格Ｄ－６４８に従い、荷重０．４５ＭＰａで測定した。
【００９８】
　（５）ＩＺＯＤ衝撃強度：
　ＡＳＴＭ規格Ｄ－２５６に従い、ノッチ（Ｖ字型切込み）付き試験片を用いて測定した
。
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【００９９】
　（６）曲げ弾性率・曲げ強度：
　ＡＳＴＭ規格Ｄ－７９０に従い、変形速度２ｍｍ／分で荷重をかけて、測定した。
【０１００】
　（７）耐湿熱性：
　上記（６）で用いた曲げ強度試験片を、温度６０℃、湿度９５％ＲＨの環境下で５００
時間処理した後、曲げ強度を測定して、強度保持率を評価した。
【０１０１】
　（８）外観：
　射出成形した試験片の表面を目視観察した。外観ムラがなく均一できれいな場合を○と
評価し、外観ムラがある場合を×と評価した。
【０１０２】
　（９）ポリカーボネート樹脂（Ｂ）の分散粒子観察：
　射出成形した試験片をエポキシ樹脂に包埋し、超ミクロトーム（Ｒｅｉｃｈｅｒ－Ｎｉ
ｓｓｅｉ社製、型番「ＵＬＴＲＡＣＵＴ　Ｎ」）を用いて、射出成形片の断面の薄膜試料
を作製した。この試料について、透過型電子顕微鏡（日本電子社製、型番「ＪＥＭ－２０
０ＣＸ」を用い、射出成形片の表層部から２０μｍの深さまでの断面について、測定倍率
５０００倍にて画像を得た。
【０１０３】
　この画像を観察して、成形体の表面から深さ５μｍまでの範囲においてポリ乳酸樹脂（
Ａ）中にポリカーボネート樹脂（Ｂ）が島状に粒子分散し、かつ分散粒子断面の長さが０
．１μｍ以上である場合を○と評価した。一方、島状に分散していない、あるいは分散粒
子断面の長さが０．１μｍ未満である場合を×と評価した。
【０１０４】
　下記の実施例及び比較例に用いた原料は、次の通りである。なお、ＭＦＲ値のカッコ内
は測定温度である。
【０１０５】
　［ポリ乳酸樹脂（Ａ）］
　・ＰＬＡ－１：ＮａｔｕｒｅＷｏｒｋｓ社製、品名「４０３２Ｄ」、重量平均分子量（
ＭＷ）１８０，０００、融点１７０℃、ＭＦＲ（２４０℃）１８ｇ／１０分
　・ＰＬＡ－２：ＮａｔｕｒｅＷｏｒｋｓ社製、品名「６２０１Ｄ」、重量平均分子量（
ＭＷ）１６０，０００、融点１６８℃、ＭＦＲ（２４０℃）４８ｇ／１０分
　・ＰＬＡ－３：ＮａｔｕｒｅＷｏｒｋｓ社製、品名「６２５１Ｄ」、重量平均分子量（
ＭＷ）１００，０００、融点１６８℃、ＭＦＲ（２４０℃）１７７ｇ／１０分
　［ポリカーボネート樹脂（Ｂ）］
　・ＰＣ－１：住友ダウ社製、品名「２００－３０」、極限粘度０．４４、ＭＦＲ（２４
０℃）５ｇ／１０分
　・ＰＣ－２：住友ダウ社製、品名「１０８０ＤＶＤ」、極限粘度０．３８、ＭＦＲ（２
４０℃）１３ｇ／１０分
　・ＰＣ－３：住友ダウ社製、品名「２００－１３」、極限粘度０．４９、ＭＦＲ（２４
０℃）１．６ｇ／１０分
　・ＰＣ－４：住友ダウ社製、品名「２００－３」、極限粘度０．５３、ＭＦＲ（２４０
℃）０．４ｇ／１０分
　［メタクリル酸メチル系共重合体（Ｃ）］
　・ＭＭＡ－１：メタクリル酸メチル／アクリル酸ブチル共重合体（三菱レイヨン社製品
名「メタブレンＰ－５３１Ａ」）、重量平均分子量（ＭＷ）＝２，２４０，０００
　・ＭＭＡ－２：メタクリル酸メチル／アクリル酸ブチル共重合体（三菱レイヨン社製品
名「メタブレンＰ－５５１Ａ」）、重量平均分子量（ＭＷ）＝９６０，０００
　・ＭＭＡ－３：メタクリル酸メチル／アクリル酸ブチル共重合体（三菱レイヨン社製品
名「メタブレンＰ－５７０Ａ」）、重量平均分子量（ＭＷ）＝２００，０００
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　［エポキシ基含有添加剤（Ｄ）］
　・ＢＦ：エチレン／グリシジルメタクリレート共重合体（住友化学社製、品名「ボンド
ファースト２Ｃ」）
　・ＭＤ：エチレン／グリシジルメタクリレート共重合体－ｇ－ポリメタクリル酸メチル
（日本油脂社製、品名「モディパーＡ４２００」）
　［反応性化合物（Ｅ）］
　・ＣＤＩ：Ｎ，Ｎ′－ジ－２，６－ジイソプロピルフェニルカルボジイミド（バイエル
社製、品名「スタバクゾールＩ」）
　・ＥＰＸ：ｐ－ｔ－ブチルフェニルグリシジルエーテル（ナガセ化成社製、品名「デナ
コールＥＸ－１４６」）
　・ＯＸＺ：２，２′－ｍ－フェニレンビス（２－オキサゾリン）（東京化成工業社製）
　［コアシェル型グラフト共重合体（Ｆ）］
　・ＣＳ－Ｃ：ブタジエン系ゴム（三菱レイヨン社製、品名「メタブレンＣ－２２３Ａ」
）
　・ＣＳ－Ｓ：シリコーンアクリル系ゴム（三菱レイヨン社製、品名「メタブレンＳ－２
００１」）
　実施例１
　池貝社製二軸押出機、型番ＰＣＭ－３０（ダイス直径４ｍｍ×３孔）を用い、押出温度
２４０℃、スクリュー回転数１５０ｒｐｍ、吐出量１００ｇ／分にて、ポリ乳酸樹脂ＰＬ
Ａ－１とポリカーボネート樹脂ＰＣ－１とを５２／４８の質量比にて混合した樹脂ブレン
ド物１００質量部に対して、メタクリル酸メチル系共重合体ＭＭＡ－１を３質量部添加し
て、溶融混練した。溶融混練された樹脂をストランド状に押出し、水浴で冷却後、ペレタ
イザーでペレット状に切断して、樹脂組成物ペレットを得た。
【０１０６】
　得られたペレットを乾燥後、東芝機械社製射出成形機、型番ＩＳ－８０Ｇ型を用いて、
シリンダ設定温度２２０℃、射出圧力１００ＭＰａ、射出時間１５秒の条件で射出成形し
た。得られた成形体を用いて、各種物性評価を行った。このとき、金型温度は７５℃とし
、冷却時間は３０秒とした。
【０１０７】
　実施例２～１６、比較例１～６
　ポリ乳酸樹脂（Ａ）、ポリカーボネート樹脂（Ｂ）、メタクリル酸メチル系共重合体（
Ｃ）、エポキシ基含有添加剤（Ｄ）、反応性化合物（Ｅ）、コアシェル型グラフト共重合
体（Ｆ）をそれぞれ表１に示す種類と量に変えた。それ以外は実施例１と同様にして樹脂
組成物を得た。この樹脂組成物を射出成形して、成形体を得た。得られた成形体を用いて
、各種評価を行った。
【０１０８】
　実施例１～１６及び比較例１～５の結果をまとめて表１に示す。
【０１０９】
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【表１】

【０１１０】
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　表１から明らかなように、実施例１～１６は、メタクリル酸メチル系共重合体（Ｃ）を
含有し、かつＭＦＲ比（ＭＦＲＡ／ＭＦＲＢ）が１０未満であったため、優れた物性を有
していた。また、メタクリル酸メチル系共重合体（Ｃ）を含有していたため、外観が優れ
ていた。
【０１１１】
　実施例１０～１２および１５、１６は、反応性化合物（Ｅ）を添加したことにより、ポ
リ乳酸樹脂（Ａ）の末端基が封鎖され、耐湿熱性に優れていた。
【０１１２】
　実施例１３～１６は、コアシェル型グラフト共重合体（Ｆ）を添加したことにより、耐
衝撃性が向上していた。
【０１１３】
　これに対し、比較例１～２は、ＭＦＲ比（ＭＦＲＡ／ＭＦＲＢ）が１０未満であるもの
の、比較例１ではメタクリル酸メチル系共重合体（Ｃ）を含有しておらず、また、比較例
２では共重合体（Ｃ）の重量平均分子量が５００，０００未満であったため、他の物性は
優れているものの外観が劣っていた。
【０１１４】
　比較例３は、ＭＦＲ比は１０未満であるが、ポリ乳酸樹脂（Ａ）とポリカーボネート樹
脂（Ｂ）の質量比率（Ａ／Ｂ）が９０／１０であったため、耐衝撃性・耐熱性に劣ってい
た。
【０１１５】
　比較例４は、共重合体（Ｃ）の含有量が多すぎたため、耐熱性に劣っていた。
【０１１６】
　比較例５は、メタクリル酸メチル系共重合体（Ｃ）を含有しておりかつＭＦＲ比が１０
以上であったため、耐衝撃性・耐熱性に劣っていた。
【０１１７】
　実施例１７
　ポリ乳酸樹脂（Ａ）としてＰＬＡ－２を用い、ポリカーボネート樹脂（Ｂ）としてＰＣ
－３を用いた。メタクリル酸メチル系共重合体（Ｃ）は、用いなかった。池貝社製二軸押
出機、型番ＰＣＭ－３０（ダイス直径４ｍｍ×３孔）を用い、押出温度２４０℃にて、Ｐ
ＬＡ－２の５５質量部とＰＣ－３の４５質量部とを混合した。混合された樹脂をストラン
ド状に押出し、水浴で冷却後、ペレタイザーでペレット状に切断して、樹脂組成物ペレッ
トを得た。
【０１１８】
　得られたペレットを乾燥後、東芝機械社製射出成形機、型番ＩＳ－８０Ｇ型を用いて、
シリンダ設定温度２２０℃、射出圧力１００ＭＰａ、射出時間１５秒の条件で射出成形し
た。得られた成形体を用いて、各種物性評価を行った。このとき、金型温度は７５℃とし
、冷却時間は３０秒とした。
【０１１９】
　実施例１８～３２、比較例６～１１
　ポリ乳酸樹脂（Ａ）、ポリカーボネート樹脂（Ｂ）、エポキシ基含有添加剤（Ｄ）、反
応性化合物（Ｅ）を、それぞれ表２に示す種類と量に変えた。それ以外は実施例１７と同
様にして、樹脂組成物を得た。この樹脂組成物を射出成形して、成形体を得た。得られた
成形体を用いて、各種評価を行った。
【０１２０】
　実施例１７～３２及び比較例６～１１の結果をまとめて表２に示す。
【０１２１】
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【表２】

【０１２２】
　表２から明らかなように、実施例１７～３２は、メタクリル酸メチル系共重合体（Ｃ）
を含有せず、かつＭＦＲ比（ＭＦＲＡ／ＭＦＲＢ）が１０以上であったため、外観が優れ
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ていた。これに対し、比較例６～１０は、メタクリル酸メチル系共重合体（Ｃ）を含有せ
ず、かつＭＦＲ比が１０未満であったため、外観が劣っていた。
【０１２３】
　実施例２７～３２は、反応性化合物（Ｅ）を添加したことにより、ポリ乳酸樹脂（Ａ）
の末端基が封鎖され、耐湿熱性に優れていた。
【０１２４】
　比較例１１は、メタクリル酸メチル系共重合体（Ｃ）を含有せず、かつＭＦＲ比が１０
以上であったが、ポリ乳酸樹脂（Ａ）とポリカーボネート樹脂（Ｂ）の質量比率（Ａ／Ｂ
）が９０／１０であったため、耐衝撃性・耐熱性に劣っていた。
【０１２５】
　実施例２１および比較例８について、成形体の表面から深さ約２０μｍの範囲の断面を
透過型電子顕微鏡を用いて撮影することにより得られた画像を、図１及び図２に示す。こ
れらの画像中の濃色部はポリカーボネート（Ｂ）、淡色部はポリ乳酸（Ａ）である。
【０１２６】
　実施例２１の画像を示す図１では、成形体の表面から深さ５μｍまでの範囲においてポ
リ乳酸樹脂（Ａ）の中にポリカーボネート樹脂（Ｂ）が島状に粒子分散し、その分散粒子
断面の長さは０．１μｍ以上であった。
【０１２７】
　一方、比較例８の画像を示す図２では、成形体の表面から深さ５μｍまでの範囲におい
てはポリ乳酸樹脂（Ａ）の中にポリカーボネート樹脂（Ｂ）が島状に粒子分散していると
は言いがたく、ポリ乳酸樹脂（Ａ）とポリカーボネート樹脂（Ｂ）とがナノ分散構造にな
っていた。さらに、深さ方向に進むにつれて徐々にポリ乳酸樹脂（Ａ）とポリカーボネー
ト樹脂（Ｂ）との区別がつくくらいの分散状態、つまりミクロ分散構造になっていた。
【０１２８】
　外観不良の現象は、このナノ分散層とその下にあるミクロ分散層が関係していると考え
られる。つまり、ナノ分散層では分散粒子の大きさは光の波長よりも十分短いため、光が
通過して透明に見えるが、内層に行くにつれナノ分散が崩れミクロ分散となり、光が乱反
射することにより不透明となる。この不均一構造によって外観不良となって見えると推察
される。一方、外観が良いものについては、表層部に分散粒子断面の長さが０．１μｍ以
上のポリカーボネート樹脂（Ｂ）の分散粒子が存在するために、光が乱反射して不透明と
なり、このため外観が良好に見えると推察される。
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